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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期
第１四半期
連結累計期間

第65期
第１四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 484,027 528,007 3,021,854

経常利益又は経常損失（△） （千円） △145,881 △83,289 84,403

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益

（千円） △152,880 △102,313 110,114

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △152,103 △105,953 124,712

純資産額 （千円） 2,747,410 2,889,836 3,024,059

総資産額 （千円） 3,519,462 3,738,485 4,087,440

１株当たり四半期純損失（△）又

は１株当たり当期純利益
（円） △43.26 △28.95 31.16

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 78.1 77.3 74.0

　（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得情勢が改善し個人消費が持ち直す中、設備投資や

生産が緩やかに増加するなど、景気の回復基調が続きました。

　一方、世界経済におきましては、米国では雇用情勢の改善や個人消費が堅調に推移し、欧州においても雇用拡大

を起点とした個人消費の増加が続くなど、景気の拡大傾向が続きました。また中国を中心としたアジアなどにおき

ましても、輸出の伸びなどによる景気の拡大傾向が続きましたが、米国の経済政策が国際的な貿易摩擦へ発展する

懸念など、先行きは不透明な状況となっております。

　このような経済環境の中、当社グループが関連する放送業界におきましては、電波関連設備の需要が国内、海外

ともに停滞したものの、４Ｋ映像フォーマット対応関連設備の需要が国内、欧州において好調に推移いたしまし

た。また、これまでの放送関連設備の需要につきましては、中国を中心としたアジアなどにおいて好調に推移し、

北米・中南米においては堅調に推移したことにより、売上は増加いたしました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は528百万円（前年同期比9.1％増）、経常損失83百万円（前年

同期は145百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失102百万円（前年同期は152百万円の親会社株

主に帰属する四半期純損失）となりました。

　セグメントの業績につきましては、当社グループの事業が電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメン

トであるため、記載を省略しております。

　これに代わる売上高の品目別内訳及び地域別内訳は次のとおりであります。

＜品目別内訳＞

①　ビデオ関連

　４Ｋ映像フォーマット対応関連機器につきましては、国内、欧州向けにおいて販売が好調に推移いたしまし

た。また、これまでの放送関連機器の販売につきましては、中国を中心としたアジアなどにおいて好調に推移

し、北米・中南米においては堅調に推移したことにより、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は466百万円（前年同期比20.4％増）となりました。

②　電波関連

　テレビの電界強度測定器の需要が停滞し、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は29百万円（同50.6％減）となりました。

③　その他

　汎用計測機器・修理・部品等であり、特記すべき事項はありません。

　この結果、売上高は32百万円（同13.0％減）となりました。
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＜地域別内訳＞

①　日本

　日本国内におきましては、雇用・所得情勢が改善し個人消費が持ち直す中、設備投資や生産が緩やかに増加す

るなど、景気の回復基調が続きました。

　このような状況の中、当社グループが関連する業界におきましては、４Ｋ映像フォーマット対応関連機器など

をはじめとする主力の放送関連機器の販売が好調に推移しましたが、電波関連機器の需要が停滞し売上は減少い

たしました。

　この結果、売上高は310百万円（同0.9％減）となりました。

②　北米・中南米

　北米・中南米におきましては、主力の放送関連機器の販売が堅調に推移いたしましたが、電波関連機器の需要

が停滞し、売上はわずかに減少いたしました。

　この結果、売上高は56百万円（同0.1％減）となりました。

③　アジア

　アジアにおきましては、中国を中心に主力の放送関連機器の販売が好調に推移し、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は105百万円（同58.2％増）となりました。

④　その他

　その他の地域におきましては、欧州で４Ｋ映像フォーマット対応関連機器を中心に販売が好調に推移し、売上

は増加いたしました。

　この結果、売上高は55百万円（同17.1％増）となりました。

 

(2）財政状態の状況

　資産、負債、純資産の状況

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ348百万円減少し、3,738百万円となりまし

た。減少の主な要因は、現金及び預金が201百万円減少したことなどによるものであります。

　負債合計は前連結会計年度末に比べ214百万円減少し、848百万円となりました。減少の主な要因は、買掛金が99

百万円減少したことなどによるものであります。

　純資産は、2,889百万円となり、自己資本比率は3.3ポイント増加し、77.3％となりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、123百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,010,434

計 12,010,434

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成30年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成30年８月９日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 4,191,801 4,191,801
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,191,801 4,191,801 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 4,191,801 － 1,163,233 － 1,272,297

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　658,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　3,532,800 35,328 －

単元未満株式 普通株式　　　1,001 － －

発行済株式総数 4,191,801 － －

総株主の議決権 － 35,328 －

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

リーダー電子株式会社
横浜市港北区綱島東

二丁目６番33号
658,000 － 658,000 15.69

計 － 658,000 － 658,000 15.69

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は658,012株であります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、海南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,686,792 1,485,047

受取手形及び売掛金 ※ 966,240 ※ 796,975

商品及び製品 197,263 224,976

仕掛品 413 401

原材料及び貯蔵品 211,150 207,791

未収還付法人税等 395 198

その他 265,546 274,482

貸倒引当金 △2,529 △2,366

流動資産合計 3,325,273 2,987,504

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 479,059 475,159

土地 12,420 12,420

その他（純額） 44,815 47,775

有形固定資産合計 536,294 535,355

無形固定資産 55,444 59,383

投資その他の資産   

投資有価証券 77,477 73,416

繰延税金資産 47,189 36,559

生命保険積立金 32,706 33,477

その他 15,025 14,758

貸倒引当金 △1,970 △1,970

投資その他の資産合計 170,428 156,242

固定資産合計 762,167 750,980

資産合計 4,087,440 3,738,485
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 278,415 178,714

未払法人税等 23,879 12,634

賞与引当金 52,298 28,541

その他 194,929 141,785

流動負債合計 549,522 361,675

固定負債   

退職給付に係る負債 495,205 469,510

その他 18,652 17,463

固定負債合計 513,857 486,973

負債合計 1,063,380 848,649

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,163,233 1,163,233

資本剰余金 1,272,297 1,272,297

利益剰余金 941,771 811,187

自己株式 △203,149 △203,149

株主資本合計 3,174,151 3,043,568

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 17,840 14,855

為替換算調整勘定 △167,932 △168,587

その他の包括利益累計額合計 △150,091 △153,732

純資産合計 3,024,059 2,889,836

負債純資産合計 4,087,440 3,738,485
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 484,027 528,007

売上原価 185,635 208,989

売上総利益 298,392 319,018

販売費及び一般管理費 442,807 399,367

営業損失（△） △144,414 △80,348

営業外収益   

受取利息 39 59

受取配当金 932 1,178

受取家賃 － 3,240

貸倒引当金戻入額 － 18

その他 380 183

営業外収益合計 1,352 4,679

営業外費用   

売上割引 214 386

為替差損 2,593 2,514

外国源泉税 － 4,578

その他 10 141

営業外費用合計 2,818 7,620

経常損失（△） △145,881 △83,289

特別利益   

固定資産売却益 560 －

特別利益合計 560 －

特別損失   

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純損失（△） △145,320 △83,289

法人税、住民税及び事業税 1,664 7,078

法人税等調整額 5,896 11,945

法人税等合計 7,560 19,023

四半期純損失（△） △152,880 △102,313

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △152,880 △102,313
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純損失（△） △152,880 △102,313

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,831 △2,985

為替換算調整勘定 △2,055 △654

その他の包括利益合計 776 △3,640

四半期包括利益 △152,103 △105,953

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △152,103 △105,953

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 11,050千円 17,927千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 8,813千円 9,933千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 17,673 5  平成29年３月31日  平成29年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 28,270 8  平成30年３月31日  平成30年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自平成30年４月１日　至平成30年６月30日）

　当社グループの事業は電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメントであるため、記載を省略して

おります。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

　１株当たり四半期純損失 43円26銭 28円95銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（千円） 152,880 102,313

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失（千円）
152,880 102,313

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,534 3,533

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月９日

リーダー電子株式会社

取締役会　御中

 

海南監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 斎藤　　勝　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 溝口　俊一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリーダー電子株
式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から
平成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結
財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半
期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、リーダー電子株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての
重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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